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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第111期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第112期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第111期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  3,165,717  4,307,149  14,921,166

経常利益（千円）  215,426  637,940  1,594,144

四半期（当期）純利益（千円）  129,789  429,626  898,869

純資産額（千円）  12,227,594  13,290,599  12,978,030

総資産額（千円）  19,177,023  20,414,115  20,523,827

１株当たり純資産額（円）  1,623.95  1,765.13  1,723.62

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 17.24  57.06  119.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  63.8  65.1  63.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 703,662  416,568  2,519,271

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △20,339  △746,561  △1,611,291

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △232,500  △141,343  △363,422

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 2,543,125  2,165,523  2,636,859

従業員数（人）  279  275  278

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】
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(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書で記載し

ております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書で記載してお

ります。 

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 275  (118)

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 230  (87)
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(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価額により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価額により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．平成21年９月１日付けで株式会社西友は会社形態を合同会社へ改組しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％）

特殊鋼事業（千円）  3,594,799  －

不動産賃貸事業（千円）  －  －

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

（％）  
受注残高（千円） 

前年同四半期比
（％）  

特殊鋼事業  4,296,467  －  4,344,719  －

不動産賃貸事業  －  －  －  －

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％）

特殊鋼事業（千円）  3,777,000  －

不動産賃貸事業（千円）  530,148  －

合計（千円）  4,307,149  －

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

大同興業㈱  528,574  16.7  811,258  18.8

（同）西友  506,822  16.0  500,279  11.6

愛三工業㈱  355,020  11.2  383,081  8.9
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 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部で景気回復の兆しが見えるものの、円高が進行し株価が

低迷するなど、依然として予断を許さない状況で推移しました。 

 特殊鋼業界の主要な需要先である自動車産業におきましては、金融危機以前のレベルまでは達していないもの

の、国内外における出荷台数は増加傾向にあり概ね回復基調で推移しております。  

 このような環境の中で当社グループの特殊鋼事業につきましては、業績回復に向けた拡販戦略に注力したほか、

新技術の開発、生産性の効率化を進め企業体質の強化に努めてまいりました。また、不動産賃貸事業につきまして

もより一層のサービス向上に努めてまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間における売上高は前年同四半期に比べ1,141百万円増の4,307百万円となり

ました。収益面では、売上高の増加等により経常利益は前年同四半期に比べ422百万円増の637百万円、四半期純利

益は前年同四半期に比べ299百万円増の429百万円となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ①特殊鋼事業 

 売上高は3,777百万円、セグメント利益（営業利益）は389百万円となりました。 

 ②不動産賃貸事業 

 売上高は530百万円、セグメント利益（営業利益）は243百万円となりました。 

  

(2）資産、負債および純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ109百万円減少し、20,414百万円とな

りました。主な要因は、土地の増加額934百万円、現金及び預金の減少額471百万円、投資有価証券の減少額196百

万円、有価証券の減少額100百万円、建物及び構築物の減少額100百万円、建設仮勘定の減少額87百万円、原材料及

び貯蔵品の減少額75百万円によるものであります。 

 一方、当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ422百万円減少し、7,123百万円となりま

した。主な要因は、未払法人税等の減少額178百万円、賞与引当金の減少額120百万円、長期借入金の減少額83百万

円によるものであります。 

 また、当第１四半期連結会計期間末の純資産は、四半期純利益429百万円を主な要因として、前連結会計年度末

に比べ312百万円増加し、13,290百万円となりました。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の63.2％

から1.9ポイント増加し、65.1％となりました。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度に比べ471百万円減少し、2,165百万円となりました。 

  

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金収支は、416百万円の増加（前年同四半期は703百万円の

増加）となりました。これは、税金等調整前四半期純利益716百万円に、プラス要因として減価償却費170百万円、

マイナス要因として、法人税等の支払額378百万円、賞与引当金の減少額120百万円等を調整した結果によるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金収支は、746百万円の減少（前年同四半期は20百万円の

減少）となりました。これはプラス要因として、有価証券の償還による収入200百万円、マイナス要因として有形

固定資産の取得による支出948百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金収支は、141百万円の減少（前年同四半期は232百万円の

減少）となりました。これは、長期借入金の返済による支出83百万円、配当金の支払57百万円等によるものであり

ます。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、22百万円（売上金額比0.5%)であり

ます。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

第３【設備の状況】

セグメントの名称   設備の内容  取得資産  帳簿価額（千円）  面積（㎡）  

不動産賃貸事業 賃貸用不動産 土地  934,905  10,007.18 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,200,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日） 

上場金融商品取引所名 
または登録認可金融商
品取引業協会名 

内容

普通株式  7,550,000  7,550,000
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場）  

単元株式数は100

株であります。

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額（千円） 

資本準備金
残高（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  7,550,000  －  827,500  －  560,772

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

（注）当第１四半期会計期間末における自己株式数は20,475株であります。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    20,400
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,526,200  75,262 － 

単元未満株式 普通株式     3,400 － － 

発行済株式総数  7,550,000 － － 

総株主の議決権 －  75,262 － 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

東北特殊鋼株式会社 

仙台市太白区長町 

七丁目20-1 
 20,400  －  20,400  0.27

計 －  20,400  －  20,400  0.27

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

4月 
5月 6月 

最高（円）  911  940  905

最低（円）  827  838  840

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間

（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人

となっております。  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,365,523 3,836,859

受取手形及び売掛金 3,064,301 3,084,030

有価証券 100,000 200,009

商品及び製品 391,931 372,405

仕掛品 818,216 766,865

原材料及び貯蔵品 500,131 575,923

繰延税金資産 131,083 204,666

その他 14,233 17,175

貸倒引当金 △465 △464

流動資産合計 8,384,955 9,057,472

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  6,806,830 ※1  6,907,811

機械装置及び運搬具（純額） ※1  1,131,905 ※1  1,099,660

工具、器具及び備品（純額） ※1  57,582 ※1  63,720

土地 2,257,953 1,323,048

建設仮勘定 54,287 141,934

有形固定資産合計 10,308,560 9,536,175

無形固定資産 86,870 94,154

投資その他の資産   

投資有価証券 1,213,172 1,409,769

従業員に対する長期貸付金 1,452 2,166

繰延税金資産 254,722 255,396

その他 166,534 170,297

貸倒引当金 △2,153 △1,603

投資その他の資産合計 1,633,728 1,836,025

固定資産合計 12,029,160 11,466,355

資産合計 20,414,115 20,523,827

2010/08/11 21:59:1110670098_第１四半期報告書_20100811215823

- 10 -



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,292,332 1,336,548

短期借入金 333,852 333,852

未払法人税等 199,211 377,503

賞与引当金 121,992 242,021

その他 488,289 438,045

流動負債合計 2,435,678 2,727,971

固定負債   

長期借入金 499,222 582,685

繰延税金負債 50,997 81,550

長期預り金 3,677,862 3,677,862

修繕引当金 334,480 327,367

退職給付引当金 17,286 19,101

役員退職慰労引当金 － 61,259

環境対策引当金 68,000 68,000

その他 39,990 －

固定負債合計 4,687,838 4,817,825

負債合計 7,123,516 7,545,796

純資産の部   

株主資本   

資本金 827,500 827,500

資本剰余金 560,993 560,993

利益剰余金 11,770,112 11,400,722

自己株式 △17,587 △17,577

株主資本合計 13,141,019 12,771,637

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 149,580 206,393

評価・換算差額等合計 149,580 206,393

純資産合計 13,290,599 12,978,030

負債純資産合計 20,414,115 20,523,827
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 3,165,717 4,307,149

売上原価 2,708,370 3,368,332

売上総利益 457,346 938,816

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 55,283 81,391

給料及び手当 49,822 55,561

賞与引当金繰入額 26,060 26,537

退職給付費用 7,959 6,061

役員退職慰労引当金繰入額 3,211 4,721

その他 110,271 131,682

販売費及び一般管理費合計 252,607 305,954

営業利益 204,738 632,862

営業外収益   

受取利息 2,743 2,090

受取配当金 4,985 4,134

仕入割引 － 4,723

助成金収入 11,562 －

その他 6,764 1,564

営業外収益合計 26,055 12,512

営業外費用   

支払利息 3,533 2,924

固定資産除却損 9,836 －

売上割引 1,584 3,148

その他 413 1,361

営業外費用合計 15,367 7,433

経常利益 215,426 637,940

特別利益   

契約解約益 － ※1  78,236

特別利益合計 － 78,236

税金等調整前四半期純利益 215,426 716,176

法人税、住民税及び事業税 32,757 204,970

法人税等調整額 52,879 81,578

法人税等合計 85,636 286,549

少数株主損益調整前四半期純利益 － 429,626

四半期純利益 129,789 429,626
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 215,426 716,176

減価償却費 183,513 170,457

貸倒引当金の増減額（△は減少） △81 550

賞与引当金の増減額（△は減少） △125,523 △120,029

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,500 △8,400

修繕引当金の増減額（△は減少） 6,282 7,113

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,029 △1,815

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11,089 △61,259

受取利息及び受取配当金 △7,728 △6,224

支払利息 3,533 2,924

固定資産除却損 9,836 273

売上債権の増減額（△は増加） 223,350 19,728

たな卸資産の増減額（△は増加） 519,088 4,915

仕入債務の増減額（△は減少） 46,249 △44,215

未払消費税等の増減額（△は減少） 55,275 △12,743

未収消費税等の増減額（△は増加） 33,385 －

その他の資産の増減額（△は増加） 4,512 6,069

その他の負債の増減額（△は減少） 71,598 117,331

小計 1,219,158 790,852

利息及び配当金の受取額 10,885 6,813

利息の支払額 △3,570 △2,459

法人税等の支払額 △522,810 △378,637

営業活動によるキャッシュ・フロー 703,662 416,568

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 100,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △122,642 △948,525

有形固定資産の除却による支出 △66 －

無形固定資産の取得による支出 － △250

投資有価証券の償還による収入 1,500 1,500

貸付けによる支出 △200 △100

貸付金の回収による収入 1,070 813

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,339 △746,561

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △181,386 △83,463

自己株式の取得による支出 △474 △9

配当金の支払額 △50,640 △57,871

財務活動によるキャッシュ・フロー △232,500 △141,343

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 450,823 △471,336

現金及び現金同等物の期首残高 2,092,301 2,636,859

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,543,125 ※  2,165,523
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  

 前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「仕入割引」は、金

額的重要性が高くなったため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期

連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「仕入割引」は1,940千円であります。 

  

 前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「助成金収入」（当第１四半期連結累計期間377千

円）は、金額的重要性が低くなったため、当第１四半期連結累計期間においては、営業外収益の「その他」に含め

て表示しております。 

  

 前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「固定資産除却損」（当第１四半期連結累計期間

273千円）は、金額的重要性が低くなったため、当第１四半期連結累計期間においては、営業外費用の「その他」に

含めて表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第１四半期連結会計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年６月30日） 

棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（役員退職慰労引当金） 

当社及び連結子会社は、平成22年６月29日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切

り支給を決議いたしました。 

これに伴い、当社及び連結子会社の「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、打ち切り支給額の未払い分39,990

千円を長期未払金として計上し固定負債の「その他」に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

項目 
当第１四半期連結会計期間末

（平成22年６月30日） 
前連結会計年度末 

（平成22年３月31日） 

※１．減価償却累計額 千円 12,053,247 千円 11,894,450

（四半期連結損益計算書関係）

項目 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１．契約解約益 ──────  契約解約益は、自家発電用燃料の購買

取引契約を解約したことによるものであ

ります。  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定 2,543,125

現金及び現金同等物 2,543,125

  （千円）

現金及び預金勘定 

預入期間が３か月を超える定期 

預金  

△1,200,000

3,365,523

現金及び現金同等物 2,165,523

（株主資本等関係）

普通株式  7,550,000株 

普通株式  20,475株 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 60,236 8.00  平成22年３月31日  平成22年６月30日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分は、市場の類似性等を基に、「特殊鋼事業」と「不動産賃貸事業」とに区分しております。 

２．各事業の主な製品 

［特殊鋼事業］ 

特殊鋼鋼材……耐熱鋼、磁性材料、ステンレス鋼、合金鋼等 

加工製品………機械加工品 

熱処理加工……熱処理品  

［不動産賃貸事業］ 

土地賃貸、建物等賃貸、メンテナンス業  

３．配賦不能営業費用はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 本国以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しておりま

す。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………インド、韓国、中国、台湾、タイ、インドネシア 

(2）ヨーロッパ……ドイツ 

(3）アメリカ………アメリカ、ブラジル 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
特殊鋼事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売  上  高  

(1）外部顧客に対する売上高  2,643,722  521,994  3,165,717 （－）  3,165,717

(2）セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

－ － － （－） －

計  2,643,722  521,994  3,165,717 （－）  3,165,717

営業利益又は営業損失(△) △31,089  235,827  204,738 （－）  204,738

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

  アジア ヨーロッパ アメリカ 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  576,078  46,781  7,264  630,124

Ⅱ 連結売上高（千円）        3,165,717

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 18.2  1.5  0.2  19.9
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、当社を中心に各種特殊鋼鋼材の製造・販売を主たる事業とする一方で、当社旧長町工場跡地を再

開発し、子会社において不動産賃貸業を展開しております。 

したがって、当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「特殊鋼事業」、「不動産賃

貸事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「特殊鋼事業」は、主に自動車関連製品向けの耐熱鋼、磁性材料等を製造しているほか、機械加工、熱処理加工を

行っております。「不動産賃貸事業」は、主に大型商業施設や賃貸住宅等を賃貸し、メンテナンス業務を請負ってお

ります。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（注）セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

【セグメント情報】

  
特殊鋼事業
（千円） 

不動産賃貸事業 
（千円） 

合計（千円）

売  上  高  

 外部顧客への売上高  3,777,000  530,148  4,307,149

 セグメント間の内部売上高又は振替高 －  － －

計  3,777,000  530,148  4,307,149

セグメント利益  389,462  243,399  632,862
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  当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

  賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

（賃貸等不動産関係）

四半期連結会計期間末の時価 22,627,219千円

四半期連結貸借対照表計上額 7,653,046千円

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,765.13円 １株当たり純資産額 1,723.62円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 17.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 

  

 潜在株式が存在

しないため、記載

しておりません。 

  

１株当たり四半期純利益金額 57.06円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 

  

 潜在株式が存在

しないため、記載

しておりません。 

  

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  129,789  429,626

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  129,789  429,626

期中平均株式数（株）  7,530,013  7,529,528

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 該当事項はありません。 

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月12日

東北特殊鋼株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 今野 利明  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小池 伸城  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東北特殊鋼株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東北特殊鋼株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月12日

東北特殊鋼株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 今野 利明  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小池 伸城  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東北特殊鋼株式

会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東北特殊鋼株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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